
宮城県の現況
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２．主要経営施策

⽯巻市

宮城県経済を力強く後押し
産業構造の変化 震災からの復興地域開発プロジェクトの進展都市機能の拡充

地域開発プロジェクトの進展

都市機能の拡充

気仙沼市

仙台市

⼤崎市

⽩⽯市

震災からの復興

住宅着工戸数

公共工事請負金額

復興需要はピークアウトするも高水準で推移

(出典：東日本建設業保証㈱)

(出典：国土交通省)

地域開発プロジェクトの進展
･三陸自動車道の延伸・拡幅

･東北放射光施設誘致計画

･東北大学キャンパス移転

地価動向（2017.7.1）
宮城県全体、用途別ともに5年連続上昇

(出典：宮城県)

国際会議の誘致

･Ｇ20 閣僚会議の誘致（2020年）

(出典：東北運輸局、宮城県)

宮城県

産業構造の変化

工場立地件数（1,000㎡以上）
2016年の立地件数は全国第5位

(出典：東北経済産業局)

震災復興と観光の融合

 

交流人口の拡大

三陸自動車道延伸工事(気仙沼市）

･世界防災フォーラムの開催（隔年）

11月25日～28日開催

関連イベントを含め

約1万人が来場

©東北･みやぎ復興マラソン2017

事業所数
前回調査〔2012年〕からの増加率は全国第1位

(出典：経済センサス)

2012年 2016年 増加率

98,190所 102,644所 +4.5%

･トヨタ自動車、東京エレクトロン等

ものづくり産業の進出

仙台空港民営化
東北地域のｹﾞｰﾄｳｪｲとして地域経済の発展を牽引

トヨタ自動車東日本

県全体 住宅地 商業地

+1.7% +0.8% +4.0%

震災復興イベントの開催
･東北・みやぎ復興マラソン

 

（今年初開催）

･ツール・ド・東北

 

（今年で5回目）

フルマラソンに約

 

1万人参加

全7コースに約

 

4千人参加

2010年(震災前) 2016年 増加率

2,104億円 7,081億円 +236.5%

2010年(震災前) 2016年 増加率

12,714戸 21,747戸 +71.0%

･広域防災拠点構想（ＪＲ貨物ﾀｰﾐﾅﾙ移転）

　 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

立地件数 31 43 81 38 48

2010年(震災前) 2016年 増減

観光入込数(※) 1,998万人 2,320万人 +322万人

仙台空港乗降客数 283万人 311万人 +28万人
※宮城県の観光地を訪れた人数

【

 

2017年9月期

 

】



経営方針

宮 城 県
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2017年度経営方針概念図

2017年度

業務改革

～経営資源(ヒト・モノ・カネ）の有効活用～

○営業店業務･本部業務におけるBPRの更なる推進

○IT化･ペーパーレス化の促進

営業推進改革

～収益性のさらなる追求～

○事業性評価を軸とした深度あるリレーションの構築

○中長期的に収益につながる取組み（種まき）の強化

○グループ一体となった営業推進

働き方改革

～限られた時間の中で成果をあげる創意工夫～

○総労働時間の短縮に向けた取組みの強化

○ワークライフバランス･ダイバーシティの推進

○人材の育成と有効活用

2017年度下半期

 

重点方針

震災復興支援の強化

収益基盤の強化
(低収益体質からの脱却)

地域価値の向上

価値創造への取組みの成果を発揮していくとともに、３つの改革を通じて、

次期中期経営計画に向けた足場を固めていく最終ラウンド

２．主要経営施策

～価値創造への挑戦～

ＶＡＬＵＥ

 

ＵＰ

中期経営計画

１.震災復興支援の強化

2015.4.1～2018.3.31

２.収益基盤の強化

３.地域価値の向上

４.MEJARへの円滑な

移行と活用

2015年度 2016年度

下半期上半期

【

 

2017年9月期

 

】



件　数 4,209 12,462 16,671

金　額 73 2,629 2,702

無担保 住宅ローン 合　計

（単位：件、億円）

震災復興支援の強化

10

復興支援事例

 

７７社会貢献私募債（寄付型）

㈱髙政

 

宮城県を代表する水産加工業者

当社の蒲鉾は今年度農林水産祭天皇杯受賞

学校･老人介護

保健施設等

24,700件／6,615億円 （震災後～2017／9末累計）

＜事業性＞

＜個人＞

資金供給手段の多様化

（震災後～2017/9末累計）

●ＡＢＬ（動産担保融資） 165件／291億円

（うち2017／上

 

14件／27億円）

・動産評価ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

 

20名の活用（2017/9末）

震災関連貸出実績

（震災後～2017/9末累計）

●国内ビジネスマッチング成約件数

6,058件

(うち2017/上

 

865件)

（震災後～2017/9末累計）

●海外ビジネス支援件数

２．主要経営施策

販路拡大支援

●私募債

・復興私募債：36件／35億円

資金ニーズ

復興支援
ファンド

クラウド
ファンディング

私募債

債権流動化

ＡＢＬ

ファクタリング

63件／62億円

（うち2017／上

 

12件／12億円）（震災後～2017/9末累計）

＜写真＞
食材王国みやぎ
ビジネス商談会
(2005年より開催
今年13回目)

事業者

(発行企業)

七十七銀行

寄贈先の指定

私募債の発行・引受
寄贈の手続・調整

地域貢献・震災復興支援

資金調達

認定NPO法人カタリバ

 

被災地の子どもたち

へ放課後の学習支援の場を提供

寄贈品：大型ｽﾄｰﾌﾞ、書籍、観葉植物等

3,667件

(うち2017/上

 

630件)

件　数 5,709 2,320 8,029

金　額 2,463 1,450 3,913

運  転 設  備 合　計

（単位：件、億円）

　 2017/上
海外進出支援 411 23
貿易取引等支援 351 17
販路拡大調達支援 950 209
情報提供 1,955 381

合　計 3,667 630

支援内容
震災以降の実績

【

 

2017年9月期

 

】



8 ,757 9 ,060 9 ,429 9 ,828

14 ,417 14 ,696 15 ,267 15 ,989

11 ,593 11 ,867 11 ,177
11 ,396 11 ,048

7 ,558 7 ,389 7 ,289
6 ,730 6 ,541

10 ,344

16 ,524

0

10,000

20,000

30,000

40,000

2015/上 2015/下 2016/上 2016/下 2017/上

個人 中小企業向け 大・中堅企業向け 地公体等向け

43,162
44,457

42,325

▲1.1%

年増率
+3.0%

+8.2%

+9.7%

▲10.2%

43,012

貸出先別残高推移（半期中平残ベース）

･非対面（郵送、インターネット）によるローン契約の拡大

住宅ローン・無担保ローン残高推移（末残ベース）

･住宅業者とのリレーション強化による案件発掘･収益性の高い中小企業向け、個人へのシフト促進

･東名阪貸出から地元（東北全域）貸出へのシフト促進
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･事業性評価の推進や目利き力の発揮による、積極的な
リスクテイクの実践

（億円）

43,943

貸出先のリバランス 消費者ローンの増強

２．主要経営施策 貸出資産のリバランス

7,708

8,274

8,913

9,688
10,103

290 285
302

387

434

0

5,000

10,000

200

300

400

500

600

2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2017/9

無担保ローン住宅ローン

･収益性を意識した金利適用の徹底と、クロスセルによる
総合収益の拡大

中小企業向け
・個人推進強化

（億円） （億円）
1兆円突破

10,000

5,000

【

 

2017年9月期

 

】



（単位：百万円）
2016年度
中間期

2017年度
中間期

増減

役務取引等利益 4,682 4,534 ▲ 148

役務取引等収益 8,018 7,904 ▲ 114

役務取引等費用 3,336 3,370 34

＜役務取引等収益の主な内訳＞ 　

受入為替手数料 3,359 3,357 ▲ 2

口座振替手数料 1,314 1,305 ▲ 9

投資信託販売手数料 506 416 ▲ 90

保険販売手数料 328 312 ▲ 16

金融商品仲介業務手数料 92 55 ▲ 37

109 140 31

ビジネスマッチング手数料 40 52 12

Ｍ＆Ａ手数料 16 47 31

七十七証券　営業収益 － 268 268

＜役務取引等費用の主な内訳＞
　

団体信用生命保険料 1,155 1,122 ▲ 33

ローン関係支払保証料 703 860 157

ｼ･ﾛｰﾝ、ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ関係手数料
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顧客基盤・リレーション

 
の強みを最大限に発揮

各種手数料収入の増強
経営課題

の共有

Ｍ＆Ａ・事業承継支援

取引先の課題解決に対する最適なソリューションの提供

ビジネスマッチング

七十七ビジネスマッチングサービス提携先

 

81先

 

(2017/11末)

役務収益の増強

各種手数料の見直し

２．主要経営施策 役務収益の増強

送金為替手数料

振込訂正手数料

送金為替手数料など各種手数料の見直し（2017/9実施）

外部専門家や

ﾈｯﾄﾜｰｸの活用

付加価値の高い

解決策の提案

収益機会

の創出

(

参
考)

見直し
不動産担保事務手数料

定額自動送金取扱手数料
新 設

※銀行の仲介販売手数料控除後

2014年度 2015年度 2016年度
2017年度
中間期

8先 10先 10先 7先

41百万円 40百万円 50百万円 47百万円

Ｍ＆Ａ支援先数

Ｍ＆Ａ手数料

2014年度 2015年度 2016年度
2017年度
中間期

106件 188件 272件 172件

16百万円 76百万円 84百万円 52百万円

成約件数

マッチング手数料

2014年度 2015年度 2016年度
2017年度
中間期

169先 169先 174先 172先

66件 88件 101件 74件

　 うち融資実行件数 32件 34件 61件 39件

事業承継・相続案件成約件数

事業承継支援先数

【

 

2017年9月期

 

】



10 13 17 20
31

11

15
23

32

54

55

10

50

100

4月 5月 6月 7月 8月 9月

銀行の仲介販売額 販売額

769

1,288

1,919

2,454

3,024
3,299
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ＮＩＳＡ口座の増強

七十七証券の実績（2017年4月営業開始)

職場積立ＮＩＳＡ

「貯蓄から資産形成」に向けたサポート

２．主要経営施策

･資産運用支援サービス「ロボアド」の取扱開始
お客さまのリスク・許容度に応じた投資プランの提供

ＩＴの活用

･人工知能（ＡＩ）を活用した投資信託の推進

＜販売額（月額）および証券口座開設数＞

＜販売額内訳（2017年4月～9月)＞

･お取引先企業の従業員を対象とした

資産運用セミナーの開催

お客さま本位の業務運営の実践

つみたてＮＩＳＡ

2017年度上半期

 

25回開催

投信の保有残高、預金動向等から顧客ニーズを分析

（億円）

紹介販売 190億円
･資産形成層や投資初心者との取引拡大に向け、「つみたてＮＩＳＡ

スタートキャンペーン」を実施し、口座開設を推進

資産形成層との取引拡大

七十七

証券

積立投信

 

つみたてNISA

 

仕組債

 

等

富裕層の運用ニーズに適切に対応

株式

 

投資信託

 

外国債券

 

仕組債

 

等

連
携顧客紹介 情報連携 人事交流

証券ビジネスの強化

2016/9末 2017/3末 2017/9末

契約企業数 18社 551社 1,678社

92億円

190億円

･年齢層に応じた「ライフステージ

セミナー」等の開催

情報提供の充実

2016年度

 

計49回／1,558人参加

累計

累計

12

25

36

49

74

86

七十七

銀行

販売額合計 282億円

⼝座開設数（累計）
仲介販売額紹介販売額

株　　式 33億円

投資信託 20億円

外国債券等 137億円

仲介 外国債券等 92億円

紹介

仲介販売 92億円

【

 

2017年9月期

 

】

2014/9末 2015/9末 2016/9末 2017/9末

ＮＩＳＡ口座数 約13千件 約20千件 約23千件 約24千件

稼働率 29.7% 39.8% 49.4% 53.0%

利用額 24億円 67億円 98億円 113億円



上 場

七⼗七銀⾏ 東北⼤学

地域の価値

①

 

創業・新規事業支援

重点推進４項目

14

地域ネットワークを活用し、
地域経済の成長・発展に貢献

当行の価値ＶＡＬＵＥ
ＵＰ

地方創生への取組み

②

 

地域中核企業支援・育成

 

(事業性評価の推進)

２．主要経営施策

七十七銀行 × 東北大学 × 東京証券取引所

地域企業の成長支援（ＩＰＯ等）

イノベーションの創出

２．株式上場促進・支援

１．事業プラン策定・実行支援

３．地域への情報発信 地方創生の実現

地域経済の活性化

東京証券取引所

○創業支援の取組み

○77キャピタルによる投資実行

･77ニュービジネス支援資金に「日本政策金融公庫協調融資口」を

追加し支援体制を拡充

･第1号ファンド：「７７ニュービジネスファンド」

ファンド総額：10億円

 

(2016年8月組成)

投資実績

 

：9件／220百万円

 

(2017年9月末現在)

○事業性評価を活用した取引先の課題解決策

事業性評価先
約2,500先(2017/9末)

1先あたりの

課題解決策

 

4～5件

約1万3千件の

課題解決策
× ≒

＜主な課題解決策（累計）＞

資本市場活用を目指す産学官連携スキーム

地方創生への貢献 ①

産学官連携

創業計画の

策定支援

創業期の取引

先への融資

政府系金融

機関や創業

支援機関の紹介

ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業へ

の助成金・融

資・投資

2015年度 197先 17先 163先 12先 5先

2016年度 765先 35先 710先 5先 15先

創業支援先数

優秀な学生の受け皿
投資先企業のEXIT

地域に付加価値、
質の高い雇用を生み出す

上場企業の創出

＜事業性評価先に対する融資残高＞

2015年度 2016年度 増減

融資残高 1,468億円 4,011億円 +2,543億円

円滑な資金供給の実行 2,894件 商談会への参加による販路拡大支援 802件

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ提案による事業支援 2,784件 海外ビジネス支援 597件

人材確保、人材教育支援 1,523件 Ｍ＆Ａ提案による事業支援 419件

事業承継支援 1,289件 産学官連携活用支援 287件

課題解決策の項目 課題解決策の項目

【

 

2017年9月期

 

】



15

○地方公共団体との連携

創業･新規事業の

創出支援

産業振興に関する

支援

まちづくり事業の

支援

③

 

まちづくり事業の促進 ④

 

観光振興支援・雇用創出

２．主要経営施策

○観光関連産業の事業化支援・成長支援

○インバウンド推進支援

･宮城県、福島県内の15団体と協定締結（2017年9月末現在）

○官民連携事業（ＰＰＰ／ＰＦＩ）の促進

「地方創生勉強会」の開催

･宮城県内12事業に融資金融機関として参加
（うち6事業はメイン行としてアレンジャー業務を実施） 台湾からのブロガー招聘事業東北インバウンドサミットin仙台

築170年の古民家を改修し、
飲食店としてリニューアル

七⼗七銀⾏

･地方版総合戦略の実行支援

･移住･定住の促進、少子高齢化などの

課題共有・解決への対応

宮城県への行員派遣

宮城県地域復興支援課において、

移住・定住推進チームの一員とし

 
て地方創生の実現をサポート

･交流人口拡大に向け、観光コンテンツの開発を支援

･クラウドファンディングを活用し、

古民家再生･活用の取組みを支援

七⼗七銀⾏

ＣＦ運営業者

事業者提携

支援

支援

七十七銀行 × 仙台国際空港 × 豊田通商㈱

ものづくり企業等の成長支援および
仙台国際空港の利活用に向けた共同支援事業

仙台国際空港

豊⽥通商㈱

(2016年7月、国内初の民営化)

･観光産業・交流人口の増加

･物流機能の強化

【第1弾】(2017年10月)

ものづくり企業を対象とした

「ﾀｲ･ﾒｺﾝ地域進出支援ｾﾐﾅｰ」
現地経済情勢・拠点整備・従業員雇用」

【第2弾】(2018年2月予定)

現地視察ツアー

【第3弾】(2018年4月以降)

個別支援活動

＜目指すべき成果＞

【仙台国際空港】

人、モノの交流拡大による定期便の復活

【ものづくり企業】

現地進出や貿易取引などの海外ビジネスを

通じた事業規模の拡大

【七十七銀行】

地域の活性化に伴う収益機会の獲得

地方創生への貢献 ②

投資

投資

投資

【

 

2017年9月期

 

】

https://ja-jp.facebook.com/1813821662207615/photos/1950541321868981
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＜外国⼈就労者＞
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海外ネットワーク

○海外提携金融機関：１１機関

○その他国内外提携機関：１６機関

○海外派遣行員：１３名

○外国人の採用：２名

駐在員事務所：４名

金融機関：５名

 

他機関：４名 宮城県、東北経済連合会、JICA東北支部

日本貿易保険、物流企業、警備会社

 

他

２．主要経営施策

外国為替取引の利便性向上

○外貨両替機の増設

インバウンド

 

・

 

アウトバウンドの拡大を支援

○インターネットによる外貨両替の予約受付

海外との現地通貨建決済を支援

○仕向外国送金の取扱通貨拡大

当行ＨＰによる予約受付(日本円⇒米ドル

 

24時間)

ご指定の宮城県内営業店で受取り

･販売･買取の両取引が可能な外貨両替機増設

･取扱通貨の拡大

本店、仙台空港出張所など５台設置

日本円

 

⇒

 

外

 

貨(７通貨)
外 貨(12通貨) ⇒

 

日本円

外国人就労者の増加や海外との貿易取引等の拡大

仕向外国送金の取扱通貨拡大
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＜外国⼈宿泊者 (万⼈)＞

東⽇本⼤震災

2012年10月 2016年10月

【宮城県の状況】(出所:宮城労働局、観光庁)

海外ビジネスの支援 ①

15通貨

 

⇒

 

31通貨

【

 

2017年9月期

 

】
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２．主要経営施策

アジアビジネス支援室

 

(2011年3月設置)

上海駐在員事務所
（2005年7月開設)

中国・香港 アセアン地域

資金調達

販路拡大

部材調達

現地情報提供 海外進出支援

貿易取引
シンガポール駐在員事務所

(2016年5月開設)

現地法人設立支援を切り口とした新規取引の開拓

海外ビジネス支援メニュー

資金調達海外進出支援現地情報提供 貿易取引

国内事業の

伸び悩み

海外進出

の検討

現地法人設立

事業開始

＜支援内容＞

日常のリレーションの中で、事業の

成長性にかかる課題を共有

海外ネットワークを活用した現地

情報の提供、専門家の紹介

現地提携金融機関の紹介(口座開設)

現地法人設立にかかる資本金の融資

外為ＥＢを導入し、外国送金等の

貿易取引を支援

食品分野における東南アジアへの販路開拓の支援

販路拡大

ニーズの捕捉

情報提供

海外商談会への

出展をサポート

＜支援内容＞

当行主催のセミナー等により日本食

市場の動向について情報提供

宮城県等と協働し、出展費用を助成

する補助金制度を案内

シンガポール事務所員が現地での
サポートを行い、確度の高い個別
商談等の販路拡大支援を実施

販路拡大現地情報提供 貿易取引

海外販路拡大ニーズを喚起し、現地

商談会出展にかかる情報を提供

東南ｱｼﾞｱ最大の日本食品総合見本市

海外ビジネスの支援 ②

23先

17先

海外進出支援

貿易取引等

海外ビジネス支援件数

【2017年度上半期実績】
【2017年度上半期実績】

商談会名 出展企業
（当行取引先）

Mfairﾊﾞﾝｺｸ2017ものづくり商談会 6先

2017大連-地方銀行合同ﾋﾞｼﾞﾈｽ商談会 10先

FBC上海2017ものづくり商談会 10先

海外ビジネス関連融資実績

51件/43億円
(うちｽﾀﾝﾄﾞﾊﾞｲL/C発行　1件)

『Food Japan 
2017』開催

【

 

2017年9月期

 

】



生産性の向上
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営業店業務改革

･店頭および後方業務の互換性の向上

営業店・本部の業務プロセスを見直し、業務の効率化とともに一人ひとりの生産性向上を目指す

 「業務改革」に、全役職員が一丸となり取り組みます

･後方業務における一人複数業務の習得

･パートタイマーのスキルアップ

創出される人員を営業へシフト

本部業務改革

･既存業務および会議体の見直し

･ＩＴを活用した業務効率化・自動化への取組み

ＲＰＡソフトウェアの活用

（ロボティック・プロセス・オートメーション）

創出される時間を生産性の高い業務へシフト

･業務効率化の推進

･相続手続の簡素化・効率化

･貸出関係契約書自動作成システムの稼働

行員・パートタイマーの1人あたりの生産性向上

２．主要経営施策

導入
目的

・生産性の向上とコスト削減
・人為的ミスの削減、業務品質の向上

対象
業務

・単純で反復的に発生する定型業務
・データの入力・検索・集計・照合業務

業務改革
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2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

人件費 物件費 税金（億円）

経費推移

553 571
609

532 537

（計画）

効果

創出される時間・人員を営業にシフト

総労働時間の短縮

休暇取得の促進

 

等

収 益 力

向 上

ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ

の実現
働き方改革

効果

【

 

2017年9月期

 

】



会社名 主な事業内容

七十七リース㈱ リース業務

七十七信用保証㈱ 信用保証業務

七十七コンピューターサービス㈱
電子計算機器等による
計算業務の受託

㈱七十七カード クレジットカード業務

七十七ビジネスサービス㈱ 現金等の精査整理

七十七事務代行㈱ 担保不動産の調査等

七十七証券㈱ 金融商品取引業務

七十七キャピタル㈱ ファンド運営業務

七十七銀行グループの更なる連携強化と収益力強化に向けた事業領域の拡大

19

･地域経済や産業動向等に関する専門性の高い調査研究の実施

2016年11月

 

完全子会社化（100％）

【資本関係の強化】

経営の迅速化・効率化・ガバナンス強化

機動的な配当による効果的な還元

多様化する資産運用ニーズをグループ一体
となって取り込み、資産形成をサポート

【事業領域の拡大】

様々なライフステージにある企業に対し
成長マネーを供給

経営資源の有効活用の観点等より、
2018年3月に解散し、銀行に業務を内製化

七十七証券

七十七キャピタル

連結利益の底上げ

グループ一体となった総合金融サービス
の提供

(2017年4月

 

営業開始)

(2016年7月

 

設立)

総合金融サービスの提供

調査研究･コンサルティング業務への取組強化

【経営の効率化】

連結子会社７社
(2017年9月期)

(非連結子会社)

経常利益 12億円　

中間純利益 8億円　

２．主要経営施策

･取引先の課題解決に向けた実効性のあるコンサルティング
サービスの提供 子会社設立検討開始

【

 

2017年9月期

 

】



若年層顧客の囲い込み

ＩＴの活用
新商品・新サービスの提供

時間 ・

 

人員の創出

業務の効率化 ・

 

自動化

（ＦｉｎＴｅｃｈへの取組み）

ＩＴの活用２．主要経営施策

20

新商品・
新サービス

業務効率化

その他
銀行業務の高度化

決済・送金

Ｙahoo!

 

ｳｫﾚｯﾄ

 

・

 

LINEPay ・

 

楽天Edy
スマホ決済

決済・送金

77JCBﾃﾞﾋﾞｯﾄ

<77BANK >ロボアド＆シミュレーション

七十七銀行口座開設アプリ
七十七銀行アプリ(家計簿ｻｰﾋﾞｽ等)

Japan Digital Design㈱へ行員を派遣し、銀行

 
業務の高度化、利用者の利便性向上を研究

デビット決済

ロボ・アドバイザー

スマホアプリ

クラウドファンディング

人工知能（ＡＩ）
ビッグデータ

ＲＰＡ
（ﾛﾎﾞﾃｨｯｸ・ﾌﾟﾛｾｽ・ｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ)

ブロックチェーン

外部連携

資産運用

家計・財務管理

融資

データ分析 当行保有データ（取引履歴等）の分析結果に
基づき、投資信託推進先等を抽出

反復的に発生する定型業務等を対象に、業務

 
効率化・自動化を実現

 

⇒

 

対象業務を拡大

ＳＢＩグループのコンソーシアムに参加し、新た

 
な送金・決済サービスを研究

即時資金決済サービスの提供

資産運用にかかる最適な投資プランの提供

電子マネーへの即時チャージの提供

新たな資金調達手段の提供
取引先の知名度アップ、ファン層拡大を支援

【

 

2017年9月期

 

】



七十七ブランドの向上

21

環境（

 

Environment ） 社会（

 

Social ）

企業統治（

 

Governance ）

コーポレートガバナンスの充実・強化

･取締役会の一部権限の取締役への委任による意思決定の迅速化

･社外取締役の比率を高めることによる経営の透明性・

 

客観性の更なる向上

監査等委員会設置会社への移行

･監査等委員会による取締役および業務執行者に対する監査機能の強化

役員報酬制度の見直し

・「役員報酬と当行株式の連動性」および「当行役員の

企業価値向上に向けたインセンティブ」の向上

業績連動型株式報酬制度の導入

(株式報酬型ストックオプション制度の廃止)

環境配慮型社会への対応

燃料電池自動車の導入

リサイクル・省資源への取組み

･通帳、伝票、封筒、印刷物にかかる再生紙利用

･営業室等のＬＥＤ照明への切替え

働き方改革・ダイバーシティの推進に向けた取組み

･適正な時間管理と休暇制度（ワークライフバランス休暇、

ヘルスケア休暇等）の拡充

･男性行員の育児休業取得率100％（2014年度～2016年度）

･融資グループの女性人数：目標130名以上（2018年3月末）

･政府や宮城県が進める水素エネ

ルギーの利活用推進のため

トヨタ自動車の「ＭＩＲＡＩ」を２台導入

金融教育への取組み

･東北学院大学提供講座

（2011年から実施、のべ1,675名）

･体験型教育プログラムの活動

（2014年から実施、のべ23,367名）

２．主要経営施策

【ESG評価に基づくインデックス】

MSCI日本株女性活躍指数

 

(愛称『WIN』)

環境方針
(2012年制定)

地域の自然環境を保全し、環境負荷の軽減を

図る取組みを積極的かつ継続的に推進

E

の構成銘柄に採用（2017年6月時点)

【

 

2017年9月期

 

】

G

Ｓ



22

年間配当金中間配当金期末配当金

3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 4.0 4.5 4.5

3.5
2.5

3.5 3.5 4.0
4.5

4.5 4.5

4.5
(22.5)

4.5
( 2 2 . 5 )

22.5

22.52010/3 2011/3 2012/3 2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3

9.0円

6.0円

7.0円 7.0円
7.5円

8.5円
9.0円

(予想)

45円

配当金の推移

＜参考＞直近の自己株式取得実績

２．主要経営施策 株主還元

7.0円

時  期 取得株式数 取得価額総額 総還元性向

2016年11月～2017年1月 5,346千株 3,000百万円 38.2%

株式併合

 

5株

 

1株

単元株式数の変更

 

1,000株

 

100株

※株式併合

換算後

※2017年3月期

株
式
併
合
実
施

2017.10.1

【

 

2017年9月期

 

】

2010年
3月期

2011年
3月期

2012年
3月期

2013年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期
(予想)

配当性向 22.7% － 24.6% 21.5% 19.0% 18.8% 21.5% 20.2% 18.5%

当期純利益
(億円)

116 ▲ 306 106 121 147 169 157 166 180

配当金総額
(百万円)

2,655 2,264 2,616 2,617 2,805 3,180 3,368 3,353 3,364


